
サービス10分野を主たる事業として行う法人の設立
または個人事業の開業
※①個人向け・家庭向けサービス②社会人向け教育サ
ービス③企業・団体向けサービス④住宅関連サービス
⑤子育てサービス⑥高齢者ケアサービス⑦医療サービ
ス⑧リーガルサービス⑨環境サービス⑩地方公共団体
からのアウトソーシング

創業から6カ月以内に、山梨県雇用促進協会に地域
貢献事業計画の申請

次のいずれにも該当する労働者を2人以上（うち1人
以上は非自発的離職者）を現に継続して雇用
①常用労働者または短時間労働者
（うち１人以上は常用労働者）
②雇入れ日現在で65歳未満の者
③創業の日から1年6カ月以内に雇い入れた者
④雇い入れから3カ月以上経過した者

創業から6カ月以内にかかった経費の3分の1（上限
額：150万～500万円）
※創業経費の詳しい内容はお問い合わせください。

地域創業助成金をご利用ください

創　業

2人以上の雇入れ
（創業から1年6カ月以内）

助成金の支給

支給申請
（雇入れから3カ月経過後の日
から1カ月以内）

事業計画の認定

事業計画の申請（6カ月以内）

県
で
は
、
仕
事
を
求
め
る
求
職

者
の
皆
さ
ん
の
再
就
職
を
応
援
す

る
た
め
、
関
係
機
関
の
協
力
を
得

て
、「
再
就
職
の
た
め
の
　
セ
ミ
ナ

ー
・
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
＆
ガ
イ
ダ

ン
ス
」を
開
催
し
ま
す
。

〜
セ
ミ
ナ
ー
〜

11
月
８
日（
火
）
・
９
日（
水
）

午
前
10
時
〜
午
後
４
時

都
留
市
ふ
る
さ
と
会
館

３
階
　
第
１
研
修
室

再
就
職
に
必
要
な
知

識
・
情
報
・
ノ
ウ
ハ
ウ
を
身
に
付

け
る
た
め
の
講
習
会

概
ね
35
歳
以
上
の
求
職
者

25
名県

労
政
雇
用
課
へ
電

話
に
て
お
申
し
込
み
く
だ
さ
い
。

１
日
の
み
の
参
加
も
可

〜
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
〜

11
月
15
日（
火
）
・
16
日（
水
）

午
前
10
時
〜
午
後
４
時
の
う
ち

一
人
概
ね
50
分

都
留
市
ふ
る
さ
と
会
館

３
階
　
第
１
研
修
室
　

キ
ャ
リ
ア
カ
ウ
ン
セ
ラ

ー
に
よ
る
応
募
書
類
の
添
削
、
面

接
対
策
、
ガ
イ
ダ
ン
ス
で
の
効
果

的
な
自
己
ア
ピ
ー
ル
の
方
法
な
ど
、

そ
の
他
就
職
に
関
す
る
相
談

概
ね
35
歳
以
上
の
求
職
者

25
名県

労
政
雇
用
課
へ
電

話
に
て
お
申
し
込
み
く
だ
さ
い
。

〜
合
同
就
職
面
接
会
〜

11
月
18
日（
金
）

午
後
１
時
〜
午
後
４
時
　
　

ア
ピ
オ
都
留

概
ね
35
歳
以
上
の
求
職

者
と
概
ね
35
歳
以
上
の
求
職
者
を

採
用
す
る
予
定
の
あ
る
企
業

合
同
就
職
面
接
会

求
職
者
の
申
し
込
み
は

必
要
あ
り
ま
せ
ん
。
企
業
は
事
前

の
申
し
込
み
が
必
要
で
す
。

山
梨
県
商
工
会
連
合

会
に
電
話
に
て
お
申
し
込
み
く
だ

さ
い
。

◇
そ
の
他

・
参
加
費
無
料
！

・
セ
ミ
ナ
ー
、
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
、

ガ
イ
ダ
ン
ス
へ
の
参
加
は
、
雇
用

保
険
の
失
業
の
認
定
に
お
け
る
求

職
活
動
実
績
に
該
当
し
ま
す
。

労
政
雇
用
課

０
５
５（
２
２
３
）１
５
６
２

山
梨
県
商
工
会
連
合
会
　

０
５
５（
２
３
５
）２
１
１
５

↓

↓

↓

↓

↓

非自発的離職者1人当たり30万円（短時間労働者の場
合は15万円）支給　
※非自発的離職者とは会社の倒産や定年など、自らの
意思によらずに前の会社を離職した人です。

山梨県雇用促進協会　 055（222）2112
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